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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液透過性表面シートと、液不透過性シートと、これらの間に介在された吸収体とを備え
、前記表面シート及び液不透過性シートは周縁部において相互に接合され、この接合部分
で囲まれる収容空間に吸収体が収容されている、使い捨ておむつにおいて、
　前記収容空間内の少なくとも股間部に、複数の吸収体を少なくとも一つは幅方向に移動
可能なように備えるとともに、
　この幅方向に移動可能な吸収体に対して連結された連結部分、及びおむつ外部に突出す
る摘み部分を有する、操作部材を備え、
　前記操作部材は、おむつの背側部分及び腹側部分の少なくとも一方における幅方向両側
部から突出するとともに、この突出部分におむつ外面に対する係止手段が設けられており
、
　前記操作部材を摘まんで引っ張ることにより、股間部における複数の吸収体の総幅の拡
大及び縮小の少なくとも一方を行う構成とされている、
　ことを特徴とする使い捨ておむつ。
【請求項２】
　前記複数の吸収体が積み重ねられた状態で前記収容空間内に収容されており、
　上側に位置する吸収体及び下側に位置する吸収体のいずれか一方の吸収体が、前記操作
部材により左右少なくとも一方側に移動可能とされており、
　当該一方の吸収体の移動により当該一方の吸収体における他方の吸収体の側縁からのは
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み出し幅が調節可能なように構成されている、
　請求項１記載の使い捨ておむつ。
【請求項３】
　前記他方の吸収体が前記操作部材の操作により少なくとも前記一方の吸収体と反対側に
移動可能とされている、請求項２記載の使い捨ておむつ。
【請求項４】
　前記幅方向に移動可能な吸収体の側縁部に、外面から視認可能な目印が設けられている
、請求項１～３のいずれか１項に記載の使い捨ておむつ。
【請求項５】
　低出生体重児用の使い捨ておむつである、請求項１～４のいずれか１項に記載の使い捨
ておむつ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　発明は、病院等の医療施設において、乳幼児、特に未熟児や低出生体重児への使用に適
した使い捨ておむつに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、出生体重が２，５００ｇ以下の新生児は低出生体重児、１，５００ｇ以下の新
生児は極低出生体重児、１，０００ｇ以下の新生児は超低出生体重児と呼ばれており、母
体内にいる期間が短いことに起因して様々な面で抵抗力がなく、肌も弱い。例えば、低出
生体重児は、角質層が極端に薄く肌が弱いため、おむつとの摩擦だけでも角質が剥がれ、
その部分から細菌が侵入し炎症等のトラブルを引き起こすことがある。
【０００３】
　このため、新生児集中治療室（ＮＩＣＵ）において保育器内で保育される。このような
低出生体重児用の使い捨ておむつの提案もいくつかなされている（例えば特許文献１～３
参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００８－１３６６２６号公報
【特許文献２】特開２００９－８２４８４号公報
【特許文献３】特開２０１１－１０７０５号公報
【特許文献４】特表２００１－５１５７５３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、従来の使い捨ておむつは、吸収体の股間部が括れた形状であるにせよ吸
収体の股間部幅が定まっているため、装着者毎に異なる股間幅に対して吸収体を適切にフ
ィットさせることが困難であり、その結果、股間の装着感が悪化したり、内股が強く擦れ
て炎症を起こしたり、あるいは横漏れが発生したりすることがあった。このような問題は
、通常の使い捨ておむつはもちろん、低出生体重児用においては極めて重要なものである
。
【０００６】
　そこで、本発明の主たる課題は、股間に適切にフィットさせることが可能な使い捨てお
むつを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決した本発明は次記のとおりである。
　＜請求項１記載の発明＞
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　液透過性表面シートと、液不透過性シートと、これらの間に介在された吸収体とを備え
、前記表面シート及び液不透過性シートは周縁部において相互に接合され、この接合部分
で囲まれる収容空間に吸収体が収容されている、使い捨ておむつにおいて、
　前記収容空間内の少なくとも股間部に、複数の吸収体を少なくとも一つは幅方向に移動
可能なように備えるとともに、
　この幅方向に移動可能な吸収体に対して連結された連結部分、及びおむつ外部に突出す
る摘み部分を有する、操作部材を備え、
　前記操作部材は、おむつの背側部分及び腹側部分の少なくとも一方における幅方向両側
部から突出するとともに、この突出部分におむつ外面に対する係止手段が設けられており
、
　前記操作部材を摘まんで引っ張ることにより、股間部における複数の吸収体の総幅の拡
大及び縮小の少なくとも一方を行う構成とされている、
　ことを特徴とする使い捨ておむつ。
【０００８】
　（作用効果）
　本発明では、張材を摘まんで引っ張ることにより、股間部における複数の吸収体の総幅
の拡大及び縮小の少なくとも一方を行うことができるため、装着者毎に異なる股間幅に対
して吸収体を適切にフィットさせることができ、股間の装着感が悪化したり、内股が強く
擦れて炎症を起こしたり、あるいは横漏れが発生したりするといった事態を防止できる。
よって、低出生体重児用として非常に好適なものとなる。
【０００９】
【００１０】
　また、このように構成することにより、操作部材が背側部分の両側部から突出する場合
は腹側部分の外面に、また腹側部分の両側部から突出する場合は背側部分に係止すること
により、おむつを体に装着するとともに、操作部材を固定して吸収体の股間幅を固定する
ことができる。
【００１１】
　＜請求項２記載の発明＞
　前記複数の吸収体が積み重ねられた状態で前記収容空間内に収容されており、
　上側に位置する吸収体及び下側に位置する吸収体のいずれか一方の吸収体が、前記操作
部材により左右少なくとも一方側に移動可能とされており、
　当該一方の吸収体の移動により当該一方の吸収体における他方の吸収体の側縁からのは
み出し幅が調節可能なように構成されている、
　請求項１記載の使い捨ておむつ。
【００１２】
　（作用効果）
　このように複数の吸収体が積み重ねられていると、複数の吸収体間に不要な隙間が生じ
ることなく、吸収体の股間幅を調節可能となる。
【００１３】
　＜請求項３記載の発明＞
　前記他方の吸収体が前記操作部材の操作により少なくとも前記一方の吸収体と反対側に
移動可能とされている、請求項２記載の使い捨ておむつ。
【００１４】
　（作用効果）
　これにより、吸収体の股間幅を左右対称的に調節することができる。
【００１５】
　＜請求項４記載の発明＞
　前記幅方向に移動可能な吸収体の側縁部に、外面から視認可能な目印が設けられている
、請求項１～３のいずれか１項に記載の使い捨ておむつ。
【００１６】
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　（作用効果）
　これにより、吸収体の位置、ひいては股間幅を容易に目視することができるようになる
。
【００１７】
　＜請求項５記載の発明＞
　低出生体重児用の使い捨ておむつである、請求項１～４のいずれか１項に記載の使い捨
ておむつ。
【００１８】
　（作用効果）
　前述のとおり、本発明の使い捨ておむつは低出生体重児に好適である。
【発明の効果】
【００１９】
　以上のとおり本発明によれば、股間に適切にフィットさせることができるようになる、
等の利点がもたらされる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】第一形態の使い捨ておむつにおける展開状態の内面側を示す一部破断平面図であ
る。
【図２】図１の２－２断面、３－３断面の変化を示す断面図である。
【図３】第一形態の使い捨ておむつにおける展開状態の内面側を示す一部破断平面図であ
る。
【図４】装着状態を概略的に示す側面図である。
【図５】第二形態の使い捨ておむつにおける展開状態の内面側を示す一部破断平面図であ
る。
【図６】図５の２－２断面、３－３断面の変化を示す断面図である。
【図７】第三形態の使い捨ておむつにおける展開状態の内面側を示す一部破断平面図であ
る。
【図８】図７の２－２断面を示す断面図である。
【図９】第四形態の使い捨ておむつにおける断面図である。
【図１０】第五形態の使い捨ておむつにおける断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、本発明の一実施形態について添付図面を参照しながら詳説する。
　図１～図４は使い捨ておむつを示している。この使い捨ておむつは、背側部分（前後方
向中央より後側の部分）Ｂ及び腹側部分（前後方向中央より前側の部分）Ｆを有している
。使い捨ておむつの寸法は適宜定めることができるが、低出生体重児用の場合、例えば前
後方向長さＬは１００～３００ｍｍ程度、幅Ｗは５０～１５０ｍｍ程度とすることができ
る。使い捨ておむつの吸収体５０，５１を有する部分における厚みは、例えば圧力０．５
ｇ／ｃｍ2における厚みＴｏ（初期厚み）が２～５ｍｍ、特に３～４ｍｍであるのが好ま
しく、最大圧力（ここでは５０ｇ／ｃｍ2）における厚みＴｍ（絶対厚み）が０．５～３
ｍｍ、特に１～２ｍｍであるのが好ましい。なお、Ｔｏ及びＴｍはＫＥＳ(Kawabata's Ev
aluation System for Fabrics)に基づき、KES-FB3-AUTO-A 自動化圧縮試験機を用いた圧
縮試験により測定する。測定は、圧縮面積２ｃｍ2の円形平面をもつ鋼板間で、０ｇｆ／
ｃｍ2から最大圧縮荷重５０ｇｆ／ｃｍ2まで試料を圧縮し、元に戻す間で行う。初期厚み
Ｔｏは、圧力０．５ｇｆ／ｃｍ2における試料の厚みである。絶対厚みＴｍは、圧力５０
ｇｆ／ｃｍ2における試料の厚みである。また、曲げ剛性（剛度）は、ＪＩＳ Ｋ ７１７
１（プラスチック‐曲げ剛性の試験方法）に準拠し、次の方法で測定する。測定にはテン
シロン試験機（圧子先端部の曲率半径Ｒ１＝５．０±０．１ｍｍ、支持プレート先端部の
曲率半径Ｒ２＝５．０±０．２ｍｍ）を用い、吸収体５０，５１が存在する部分のおむつ
の前後方向の曲げ剛性を測定する。試験片は、おむつから測定に影響する弾性伸縮部材を
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取り除き、これをおむつ長手方向８０ｍｍ、おむつ幅方向５０ｍｍの長方形に切り取るこ
とにより作製する。曲げ剛性値の単位中の５０ｍｍは試験片の短辺の長さであり、試験時
の圧子でたわませた試験片の幅である。それぞれ断面円弧状の先端部を有し、両先端部の
先端（上端）間の間隔を５０ｍｍとして、互いに平行に且つ両先端部の高さ位置を揃えて
配置された一対の支持プレート上に、上記の試験片を、その長手方向を各プレートに直交
する方向に向けて、掛け渡すように載置し、その試験片に僅かに接するように圧子先端部
を配置する。ロードセル５ｋｇ（レンジ１９６ｃＮ）、速度３０ｍｍ／ｍｉｎの条件で圧
子を降下させ、荷重‐たわみ曲線を得る。得られた曲げ応力の最大値を曲げ剛性値（ｃＮ
／５０ｍｍ）とする。
【００２２】
　本実施形態の使い捨ておむつは、液透過性表面シート１３と液不透過性シート１１との
間に、背側部分Ｂから腹側部分Ｆにかけて吸収体５０，５１を介在させた構造を基本とす
るものである。そして、表面シート１３及び液不透過性シート１１は周縁部において相互
に接合されており、この接合部分１５で囲まれる収容空間内に、複数の吸収体５０，５１
が幅方向に移動可能なように設けられるとともに、この幅方向に移動可能な吸収体５０，
５１に対して連結された連結部分２１ｇ，２２ｇ，３１ｇ，３２ｇ、及びおむつ外部に突
出する摘み部分とを有する操作部材２１，２２，３１，３２が設けられ、操作部材２１，
２２，３１，３２を摘まんで引っ張ることにより、股間部における複数の吸収体５０，５
１の総幅の拡大及び縮小の少なくとも一方を行う構成となっている。吸収体５０，５１を
幅方向に移動可能とするために、図示形態では、吸収体５０，５１は表側に隣接する部材
（図示例では表面シート１３）及び裏側に隣接する部材（図示例では液不透過性シート１
１）に接合されていないが、幅方向に移動可能である限り、隣接部材に対してシート等の
連結部材を介して遊びをもって連結したり、隣接部材自体を幅方向に移動可能な構成とし
てこれに吸収体５０，５１を接合したりすることも可能である。図１及び図２（２－２断
面）の上図及び（３－３断面）の上図は、吸収体５０，５１の総幅を拡大した状態を示し
ており、図３及び図２（２－２断面）の下図及び（３－３断面）の下図は、吸収体５０，
５１の総幅を縮小した状態を示している。よって、装着者毎に異なる股間幅に対して吸収
体５０，５１を適切にフィットさせることができ、股間の装着感が悪化したり、内股が強
く擦れて炎症を起こしたり、あるいは横漏れが発生したりするといった事態を防止できる
。
【００２３】
　表面シート１３及び液不透過性シート１１の周縁部の接合手段１５は特に限定されない
が、ヒートシールや、超音波シールでは接合部分が硬くなるため、ホットメルト接着剤に
より接合するのが好ましい。
【００２４】
　各部の素材は公知のものを適宜用いることができる。例えば、表面シート１３としては
、目付け１５～３５ｇ／ｍ2程度の各種不織布の他、多数の孔を有する孔開きフィルム等
を用いることができ、必要に応じて、ビタミンＥ等のように皮膚の酸化劣化を抑制する酸
化防止剤、皮膚の角質層の水分を保持し皮膚を柔軟にする動植物性油脂やグリセリン脂肪
酸エステルのようなエモリエント剤・保湿剤等のスキンケア成分を含有させることができ
る。不織布としてはエアスルー、ポイントボンド、スパンボンド等、特に限定されないが
、表面シート１３に原料段階(原綿)でスキンケア成分を塗工する場合は短繊維不織布が好
ましく、製品の製造ラインでスキンケア成分を塗工するのであれば、表面の平滑性が高い
スパンボンド不織布が好ましい。また、不織布としては疎水性のものであっても良いが、
肌に優しいという点で、親水性を有する不織布、中でも親水性天然繊維を含む不織布が好
適である。
【００２５】
　吸収体５０，５１としては、パルプ繊維の積繊体、セルロースアセテート等のフィラメ
ントの集合体、あるいは不織布を基本とし、必要に応じて高吸収性ポリマーを混合、固着
等してなるものを用いることができる。吸収体５０，５１は、厚みを薄くするためエアレ
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イド法により形成するのが好ましい。吸収体５０，５１における繊維目付けは８０～１５
０ｇ／ｍ2程度であるのが好ましく、ポリマー目付けは９０～１６０ｇ程度であるのが好
ましい。吸収体５０，５１に用いる高吸収性ポリマーとしては抗菌ポリマーが好ましい。
吸収体５０，５１は、股間部の両側部が括れた形状（砂時計状の周縁形状）の他、矩形な
ど適宜の形状とすることができる。吸収体５０，５１は、必要に応じて薄葉紙等の透液性
包装シート（図示略）で包装することができる。
【００２６】
　液不透過性シート１１としては、ポリエチレンフィルム等からなる非通気性フィルムま
たは通気性多孔質フィルムを用いることができる。
【００２７】
　また、液不透過性シート１１の外面には、不織布からなる外装シート１２が設けられて
いる。外装シート１２の外面には、一般的なテープ式使い捨ておむつのような止着用のタ
ーゲットテープや、生理用ナプキンのようなズレ止め用粘着材やこれを被覆する剥離紙の
ような固定手段は設けられていない。外装シート１２の不織布の種類は特に限定されず、
素材繊維としては、たとえばポリエチレンまたはポリプロピレン等のオレフィン系、ポリ
エステル系、ポリアミド系等の合成繊維の他、レーヨンやキュプラ等の再生繊維、綿等の
天然繊維を用いることができ、加工法としてはスパンレース法、スパンボンド法、サーマ
ルボンド法、エアスルー法、ニードルパンチ法等を用いることができる。ただし、肌触り
及び強度を両立できる点でスパンボンド不織布やＳＭＳ不織布、ＳＭＭＳ不織布等の長繊
維不織布が好適である。不織布は一枚で使用する他、複数枚重ねて使用することもできる
。後者の場合、不織布相互をホットメルト接着剤等により接着するのが好ましい。不織布
を用いる場合、その繊維目付けは１０～５０ｇ／ｍ2、特に１５～３０ｇ／ｍ2のものが望
ましい。
【００２８】
　操作部材２１，２２，３１，３２の機構は適宜設計すれば良いが、例えば次の第一～第
五の形態を採用することができる。
　（第一の形態）
　第一の形態は、図１～図３に示すように、複数の吸収体５０，５１を積み重ねた状態で
収容空間内に収容し、下側に位置する吸収体５１（以下、下側吸収体という）を腹側部分
Ｆの操作部材３１，３２により左側又は右側に移動可能とするとともに、上側に位置する
吸収体５０（以下、上側吸収体という）を背側部分Ｂの操作部材２１，２２の操作により
左側又は右側に移動可能としたものである。移動方向と操作部材２１，２２，３１，３２
の組み合わせはこれに限定されず、反対向きにするなど、適宜の設計変更可能である。な
お、「左」及び「右」とは装着時の装着者の体の左右を想定している。
【００２９】
　より詳細には、下側吸収体５１に連結された操作部材として、左側に延在して腹側部分
Ｆの左側縁の非接合部１６から側方に突出する左前操作部材３１と、右側に延在して腹側
部分Ｆの右側縁の非接合部１６から側方に突出する右前操作部材３２とを備えている。ま
た、上側吸収体５０に連結された操作部材として、左側に延在して背側部分Ｂの左側縁の
非接合部１６から側方に突出する左後操作部材２１と、右側に延在して背側部分Ｂの右側
縁の非接合部１６から側方に突出する右後操作部材２２とを備えている。操作部材２１，
２２，３１，３２は適宜選択することができ、糸や紐を用いることもできるが、不織布等
の適宜の素材からなるテープが好ましく、不織布としては外装シート１２と同様のもの中
から適宜選択することができる。
【００３０】
　また、図示形態では、上側吸収体５０と下側吸収体５１との一体性を高めるために、上
側吸収体５０における左前操作部材３１と対応する位置に、厚み方向に貫通する上側挿通
孔５０ｈを設け、下側吸収体５１に連結された左前操作部材３１をこの上側挿通孔５０ｈ
に通して上側吸収体５０上に導出した後におむつの側方から突出させるとともに、下側吸
収体５１における右後操作部材２２と対応する位置に、厚み方向に貫通する下側挿通孔５
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１ｈを設け、上側吸収体５０に連結された右後操作部材２２をこの下側挿通孔５１ｈに通
して下側吸収体５１下に導出した後におむつの側方から突出させている。
【００３１】
　さらに、各操作部材２１，２２，３１，３２の摘み部分における先端部には、おむつ外
面に対する係止手段２１ｆ，２２ｆ，３１ｆ，３２ｆが設けられている。係止手段２１ｆ
，２２ｆ，３１ｆ，３２ｆとしては、メカニカルファスナー（面ファスナー）のフックシ
ート（オス材）又は粘着剤層を用いることができる。特にメカニカルファスナーを用いる
場合、おむつ外面の適所にループシート（メス材）を設けても良い。メカニカルファスナ
ー（面ファスナー）のフックテープ（オス材）は、合成樹脂等からなるシート基材の表面
に、多数のキノコ状、レ字状等のフック状突起が設けられているものであり、このフック
状突起が不織布繊維と絡み合うことにより不織布に剥離可能に固定されるものである。フ
ックテープとしては、通常のものより柔らかい柔軟タイプのオス材を用いるのがより好ま
しい。例えば、オス材はポリプロピレンとポリエチレンを混合した樹脂から形成したもの
が柔軟で好適であるが、その中でもポリエチレンの比率を高くしたものがより好ましい。
また、オス材の形状は角のある四角形よりも、面取りした四角形など、角のない円形に近
い形状が好ましい。
【００３２】
　さらに、本形態では、上側吸収体５０及び下側吸収体５１の側縁部に、外面から視認可
能な目印５０ｍ，５１ｍがそれぞれ設けられている。この目印５０ｍ，５１ｍは印刷によ
り形成する他、周囲と色の違うシート等の部材を貼り付けることによっても形成すること
ができる。目印はシンプルな図形が好ましいが、複雑な模様や、キャラクター等でも良い
。
【００３３】
　使用時には、おむつを体にあてがってから、或いはその前に、左後操作部材２１を引っ
張ることにより上側吸収体５０を左側に移動させ（これに伴い右後操作部材２２は引き込
まれる）、また右前操作部材３２を引っ張ることにより下側吸収体５１を右側に移動させ
（これに伴い左前操作部材３１は引き込まれる）、図１及び図２（２－２断面）の上図及
び（３－３断面）の上図に示すように、一方の吸収体における他方の吸収体の側縁からの
はみ出し幅が増加し、上側及び下側吸収体５０，５１全体としての股間幅を増加させるこ
とができる。反対に、右後操作部材２２を引っ張ることにより上側吸収体５０を右側に移
動させ（これに伴い左後操作部材２１を操作して引き出すことができる）、また左前操作
部材３１を引っ張ることにより下側吸収体５１を左側に移動させ（これに伴い右前操作部
材３２を操作して引き出すことができる）、図３及び図２（２－２断面）の下図及び（３
－３断面）の下図に示すように、一方の吸収体における他方の吸収体の側縁からのはみ出
し幅が減少し、上側及び下側吸収体５０，５１全体としての股間幅を減少させることがで
きる。
【００３４】
　図示例では、はみ出し幅が最小の状態は、図３及び図２（２－２断面）の下図及び（３
－３断面）の下図に示すように、上側吸収体５０と下側吸収体５１とが完全に重なる状態
となっているが、完全に重ならずにある程度はみ出した状態とすることもできる。また、
製品状態では、上側及び下側吸収体５０，５１全体としての股間幅が最大の状態となって
いても、最小の状態となっていても、中間の状態であっても良い。
【００３５】
　このように、本形態では操作部材２１，２２，３１，３２の操作により、吸収体５０，
５１全体としての股間幅を調節することができる。しかも、本形態では幅方向反対向きに
移動する上側及び下側吸収体吸収体５０，５１が積み重ねられた状態を維持するため、上
側及び下側吸収体５０，５１間に不要な隙間が生じることなく、吸収体５０，５１の股間
幅を調節可能となる。さらに、本形態では、上側吸収体５０と下側吸収体５１とを個別か
つ反対向きに移動させることができるため、上側及び下側吸収体５０，５１の股間幅を左
右対称的に調節することも、非対称に調節することもできる。また、本形態では、目印５
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０ｍ，５１ｍにより、上側及び下側吸収体５０，５１の位置、ひいては股間幅を容易に目
視することができ、調節の際の目安とすることができる。
【００３６】
　股間幅を調節した後は、操作部材２１，２２，３１，３２に設けられた係止手段２１ｆ
，２２ｆ，３１ｆ，３２ｆを使用し、図４に示すように、背側部分Ｂの両側部から突出す
る操作部材２１，２２は腹側部分Ｆの外面に、また腹側部分Ｆの両側部から突出する操作
部材３１，３２は背側部分Ｂに係止することにより、おむつを体に装着するとともに、操
作部材２１，２２，３１，３２を固定して上側及び下側吸収体５０，５１の股間幅を固定
することができる。
【００３７】
　（第二の形態）
　第二の形態は、図５及び図６に示すように、第一の形態に対して、下側吸収体５１のみ
（上側吸収体５０のみとしても良い）が、操作部材２１，２２，３１，３２により幅方向
に移動可能とされている点で相違するものである。図示形態では、第一の形態における、
腹側部分Ｆの操作部材３１，３２及び挿通孔５０ｈの構成を背側部分Ｂの操作部材２１，
２２及び挿通孔５０ｈにも同様に適用しており、使用時には、右後操作部材２２又は右前
操作部材３２を引っ張ることにより下側吸収体５１を右側に移動させる（これに伴い左後
操作部材２１及び左前操作部材３１は引き込まれる）ことにより、一方の吸収体における
他方の吸収体の側縁からのはみ出し幅が増加し、上側及び下側吸収体５０，５１全体とし
ての股間幅を増加させることができる。また反対に、左後操作部材２１又は左前操作部材
３１を引っ張ることにより下側吸収体５１を左側に移動させる（これに伴い右後操作部材
２２及び右前操作部材３２は引き込まれる）ことにより、一方の吸収体における他方の吸
収体の側縁からのはみ出し幅が減少し、上側及び下側吸収体５０，５１全体としての股間
幅を減少させることができる。
【００３８】
　図示形態とは逆に、第一の形態における背側部分Ｂの操作部材２１，２２及び挿通孔５
１ｈの構成を腹側部分Ｆの操作部材及び挿通孔に適用し、上側吸収体５０を下側吸収体５
１に対して移動させることも可能であるが、下側吸収体５１の方が接触素材の種類や圧力
の点で上側吸収体５０よりも摩擦が少なく、移動し易いという利点がある。
【００３９】
　この形態は、上側及び下側吸収体５０，５１全体としての股間幅を拡大及び縮小可能で
ある点では第一の形態と同じであるが、上側及び下側吸収体５０，５１の股間幅を左右対
称的に調節することが困難である（一方の吸収体に直接的に力を加える手段がない）点で
相違する。その他は第一の形態と同様である。
【００４０】
　（第三の形態）
　第三の形態は、第一の形態に対して、厚み方向に貫通する操作部材挿通孔５０ｈ，５１
ｈを有しない点で相違し、簡素で製造容易な形態である。すなわち、本形態では、図７及
び図８に示すように、腹側部分Ｆ及び背側部分Ｂのそれぞれにおいて、幅方向両側に突出
する一体的なシートにより腹側部分Ｆ及び背側部分Ｂの操作部材３３，２３がそれぞれ構
成され、これら操作部材３３，２３は断面Ｚ字状に折り畳まれるとともに、その最も下側
に位置する部分に下側吸収体５１が、最も上側に位置する部分に上側吸収体５０がそれぞ
れ連結され、中間の折り返し部分は下側吸収体５１と上側吸収体５０との間に折り込まれ
ている。
【００４１】
　使用時には、図８の下図に示すように、左後操作部材２１又は左前操作部材３１を引っ
張ることにより折込部分を展開しつつ上側吸収体５０を左側に移動させることができ、ま
た右後操作部材２２又は右前操作部材３２を引っ張ることにより折込部分を展開しつつ下
側吸収体５１を右側に移動させることができ、これらにより、一方の吸収体における他方
の吸収体の側縁からのはみ出し幅が増加し、上側及び下側吸収体５０，５１全体としての
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股間幅を増加させることができる。
【００４２】
　一方、本形態は操作部材３３，２３の操作では上側及び下側吸収体５０，５１全体とし
ての幅を拡大させることしかできないが、表面シート１３の上から下側吸収体５１及び上
側吸収体５０を幅方向中央側に寄せれば、一方の吸収体における他方の吸収体の側縁から
のはみ出し幅が減少し、上側及び下側吸収体５０，５１全体としての股間幅を減少させる
ことができる。なお、このような特性のため、製品状態では上側及び下側吸収体５０，５
１全体としての幅を最小にしておくのが好ましい。
【００４３】
　図示例では、下側吸収体５１から幅方向一方側に延在する部分、上側吸収体５０から幅
方向他方側に延在する部分、及び中間の折り返し部分が一体的なシートにより形成されて
いるが、これらの一部又は全てを別体のシートにより形成することもできる（図示略）。
【００４４】
　その他は第一の形態と同様であり、第二の形態と同様の変形も可能である。
【００４５】
　（第四の形態）
　第四の形態は、図９に示すように、第三の形態に対して、上側吸収体５０及び下側吸収
体５１のそれぞれに操作部材挿通孔５０ｈ，５１ｈを設け、これらを通して操作部材３３
，２３を断面Ｚ字状に取り回した点で相違するものであり、上側吸収体５０及び下側吸収
体５１の一体性が高い形態である。その他は第三の形態と同様である。
【００４６】
　（第五の形態）
　第五の形態は、図１０に示すように、腹側部分Ｆ及び背側部分Ｂのそれぞれにおいて、
おむつの幅方向両側を通る環状に形成された一体的なシートにより腹側部分Ｆ及び背側部
分Ｂの操作部材３４，２４がそれぞれ構成され、上側吸収体５０及び下側吸収体５１を横
切る一対の部分のうち、一方には下側吸収体５１のみが、他方には上側吸収体５０のみが
それぞれ連結されているものである。
【００４７】
　使用時には、上側吸収体５０及び下側吸収体５１を横切る一対の部分を互い違いに操作
することにより、一方の吸収体における他方の吸収体の側縁からのはみ出し幅を増減させ
て、上側及び下側吸収体５０，５１全体としての股間幅を増減させることができる。
【００４８】
　（その他）
（イ）　上記例の上側吸収体５０及び下側吸収体５１は同じ形状とされているが、異なる
形状とすることもできる。また、上記例の上側吸収体５０及び下側吸収体５１はその移動
範囲内では少なくとも一部が重なるように構成されているが、移動範囲内の一部又は全て
において重ならずに横並びとなるように構成されていても良い。
【００４９】
（ロ）　上記例では、操作部材２１～２４，３１～３４を側縁の非接合部１６から突出さ
せているが、おむつ側部の表面又は裏面にスリット等の開口部を設けてそこから操作部材
を突出させても良い。
【００５０】
（ハ）　上記例では、操作部材２１～２４，３１～３４に係止手段２１ｆ，２２ｆ，３１
ｆ，３２ｆを設け、操作部材２１～２４，３１～３４が背側部分Ｂと腹側部分Ｆとを連結
する部材を兼ねる構成とされているが、これらとは別に公知の連結手段（周知のテープタ
イプ使い捨ておむつのテープ部材）を設け、操作部材は吸収体の股間幅の調節専用として
も良い。
【産業上の利用可能性】
【００５１】
　本発明は、乳幼児、特に病院等の医療施設において低出生体重児に用いる使い捨ておむ
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つに好適であるが、大人用使い捨ておむつにも用いることができ、また、いわゆるテープ
タイプ、パンツタイプ及びパッドタイプ等、各種形態の使い捨ておむつに適用できるもの
である。
【符号の説明】
【００５２】
　１１…液不透過性シート、１２…外装シート、１３…表面シート、１５…接合部分、１
６…非接合部分、２１ｇ，２２ｇ，３１ｇ，３２ｇ…連結部分、２１ｆ，２２ｆ，３１ｆ
，３２ｆ…係止手段、５０…上側吸収体、５１…下側吸収体、２１～２４，３１～３４…
操作部材。
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